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【研修講師】
千葉大学社会精神保健教育研究センター/医療法人学而会木村病院 渡邉 博幸 氏

② 妊産婦のメンタルヘルスケア

【妊産婦メンタルヘルス不調の特徴と把握方法】

○周産期は生理的・身体的変化や心理的変化、生活環境の変化が重なり、
マタニティブルーズや周産期発症のうつ病・躁病、産後精神病等の様々な
メンタルヘルス不調が起きやすく、注意が必要。

○妊産婦のメンタルヘルス不調は、乳児家庭全戸訪問事業や

産婦健康診査事業等で「育児支援チェックリスト」

「エディンバラ産後うつ病質問票（EPDS）」

「赤ちゃんへの気持ち質問票」等の質問票を用いてスクリーニングされる。

【母子 – 精神保健医療の連携】

○周産期メンタルヘルス連携は、人事交流の少なさや支援の細切れ化、

要支援者の移動等の要因により連携不全に陥りやすい。

○メンタル不調者のリスクを、EPDSによるスクリーニング結果や緊急性・育児機能の

評価結果に基づいて振り分け、軽症・中等症・重症の段階に応じて

母子保健（保健師）と精神科医療機関が適した形での連携を取ることが望ましい。

【木村病院の産後メンタルヘルスケアの取組】

○学而会木村病院では、女性のこころ専門外来やストレスケア病棟を設置し、

千葉市助産師会との連携等を通じ、メンタル不調者のリスクに応じた対応を行っている。

産後メンタル不調女性の受療に積極的に取り組む精神科医療機関にて、2018年から
「ママのメンタルケアネットワークちば」を構築、連携マップを作成して各所に配布している。

研修のポイント

図表： 妊産婦にみられる
特徴的なメンタル不調

図表： 精神科医療機関の
産後メンタルケア連携対応図



【研修講師】
あきやま子どもクリニック 秋山 千枝子 氏

③ 産後ケアの必要性とその実際

【産後ケアの必要とされる背景】

○令和元年12月6日改正母子保健法が公布され、令和3年4月1日から施行。市区町村は、出産後1年を経過しない母親

及び乳児に対する産後ケア事業の努力義務が定められている。

【市区町村の産後ケア事業の実態と課題】

○厚労省が実施した調査によれば、宿泊型、デイサービス型、アウトリーチ型の実施率は、市ではいずれも約5割、町では約3割

村では1割未満。宿泊型、デイサービス型、いずれも施設数は病院が最も多い。

〇利用者（延べ人数）としては、宿泊型が36,154人、デイサービス個別型が28,010人、アウトリーチ型が21,820人、

デイサービス集団型が4,950人である。

〇市区町村の課題としては、利用要件や周知方法の徹底、マンパワー不足等といった産後ケア事業自体の課題に加えて、利用

要件の見直しや受け入れ先の確保等、対象が出産後1年以内と変更になることによって考えられる課題も挙げられている。

【三鷹市及びあきやま子どもクリニックの取組】

〇三鷹市では、要保護児童対策協議会の構成メンバーを中心に、「子ども家庭

支援ネットワーク」を整備。地域保健の支援等が早期にできるよう産後ケアと行政、

小児科診療所、子育て支援施設との連携を実施。三鷹市では、妊婦全数面

接を行うことで、潜在している妊婦の課題に気づくことができる。面接の際に、産

後ケア事業が案内される。

〇あきやま子どもクリニックでは、Mama&Baby あきやまで、三鷹市委託事業として、

小児科診療所と母体とした産後ケア事業を実施。

〇小児科診療所併設による産後ケア事業は、小児科診療所が持つ地域のネット

ワークの活用等様々な効果的支援が期待できる。

研修のポイント

図表：子ども家庭支援ネットワーク



【研修講師】
山梨県子育て支援局 子育て政策課 課長補佐/大船 朋美 氏

④ 産後ケア事業の実際 山梨県での実施

【山梨県の産後ケア事業】

○宿泊しながら母親の回復と育児技術指導を提供する事業の必要性
から、産前産後ケアセンターを設置

○県と全市町村による広域連合体での運営（山梨方式）によって、人口
規模が小さくても宿泊型産後ケアサービスの提供が可能になり、医療機関や
助産師会との専門家との連携や全市町村でのサービス検討が促進された

【産前産後ケアセンター】※委託

○スタッフ配置は、助産師17名、心理職２名、保育士１名、事務職２名

〇6部屋（和、洋室）うち2部屋は未就学児の同宿可能

○利用希望者が市町村に申請し、市町村が利用者に連絡票を送ると共に
センターに情報を提供する。利用希望者がセンターに電話で宿泊予約をし、
センターは市町村へ利用状況を報告する。

【産後ケア関連事業】

○産前産後ケアセンターPR事業（産前産後ケアセンターについて周知）

〇妊産婦メンタルヘルスサポート体制強化事業

・心理職による相談事業

・人材育成事業（市町村職員等対象の研修、専門医のスーパーバイズ）

・産後うつ予防事業の普及啓発

・産後ウェルビーイングセンターへの専従看護師の配置（関係機関職員と
専門医をつなぐ調整役）

研修のポイント

図表：妊産婦メンタルヘルスサポート
体制強化事業

図表：産前産後ケアセンターの
山梨方式運営
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【研修講師】
富山県富山市 こども家庭部 こども健康課 副主幹 髙木 絹枝 氏

⑤ 富山市産後ケア事業の取組と、広域連携市町村からの受け入れについて

【富山市の産後ケア事業】

○富山市では、令和元年度以降デイケア及び宿泊共に100人前後の利用実績となって

おり、デイケアは半日～6時間での利用、宿泊は１～２泊の利用が多くなっている。

○30代の母親の利用が直近増加傾向にある。その他利用者のうち

３～４割に気がかりな点がみられている。（育児不安、母の精神疾患 等）

【広域連携の取組】

○平成３０年４月から連携中枢都市圏（富山市、滑川市、立山町、

舟橋村、上市町）における産後ケア事業の広域連携を開始。良質な子育て環境の

共有による圏域全体の出生率の向上等を目指し、地域包括拠点施設である

「まちなか総合ケアセンター」の、産後ケア応援室事業、病児保育事業が、

連携事業として選定。

○連携市町村による富山市の産後ケア応援室の利用は増加傾向（右図参照）。

また利用料は「基本料金」での支払いとなるが、本市民が利用した際の利用料

（「利用者負担額」）との差額は、還付払いの制度がある。

【関係機関の連携/育児サポートネットワーク形成】

○医療機関（市内総合病院 等）や行政機関（保健福祉センター、まちなか

総合ケアセンター、こども健康課）が集まる連携会議を年1回開催。

○保健福祉センター（子育て世代包括支援センター）が関係機関や地域等と

連携した支援の提供や、新システムを活用した児童虐待の発生予防や早期対応、

重症化予防につなげることで、すべての妊産婦・子育て世代等が安心して

妊娠・出産・子育てができるよう、育児サポートネットワークを構築する。

研修のポイント

図表：連携市町村利用実績
（産後ケア応援室）

図表：富山市の育児サポート
ネットワーク（富山市版ネウボラ）


